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はじめに 

 

西宮市は、兵庫県の南東部で大阪湾北部

沿岸に臨み、東は武庫川・仁川を境に尼崎

市・宝塚市に、西は芦屋市に、北は六甲山地

北部で神戸市にそれぞれ接し、阪神地域の

中央部に位置しています。 

西宮市を知らない人にも、全国的に有名

な「甲子園球場のある町」と言えば理解して

もらえ、「文教住宅都市・環境学習都市」と

して活力と希望に満ちたまちづくりをめざ

しています。 

 

 

阪神・淡路大震災 

 

平成 7 年 1 月 17 日午前 5 時 46 分、震度

7に達する都市直下型の大地震により、これ

までに築き上げてきた都市機能や市民生活

の安定を瞬時にして失い、多数の家屋やビ

ルの倒壊、道路網や水道・電気・ガスなどの

ライフラインが寸断し、市民生活は大混乱

に陥りました。 

しかし、その地獄絵図の中においても隣

近所の方々が、協力し合って潰れた家から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多くの人を助けたことや、消火器を使って

火災を消した事例が多くみられ、住民同士

の自主的な活動による防災活動の大切さが

改めて認識されました。 

 

 

西宮市消防協力隊発足の経緯 

 

震災当時は未曾有の被害が続発し、災害

規模が行政の防災対応能力を大きく上回り

ましたが、市民・消防団などが消防機関と一

体となって、消火・救出救護・警戒等に当た

り大きな力を発揮するとともに、事業所各

社においても、食料の供給や施設を開放し

ての給水・入浴など市民生活に大きく貢献

しました。 

大規模災害時の活動は、災害発生初期の

対応が特に重要であり、専門的な知識・技術

を有する多くの人員が必要です。 

そこで、地震などの大災害が発生した時、

市内事業所の協力を得て、自衛消防隊ポン

プ操法大会を通じて訓練し、精通された消

防防災活動能力を持つ自衛消防隊が、可搬

式消防ポンプや大型消火器、救助・救急資機

材等を活用して、事業所を拠点とした周辺
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地域の消火、救助、救急活動を行い、消防防

災機関を補完する目的で「西宮市消防協力

隊」が平成 8 年 10 月 3 日に結成されまし

た。 

 

 

西宮市消防協力隊の内容 

 

設立に伴う事務処理として、西宮市消防

協力隊の育成指導要綱に基づき、趣旨に賛

同する事業所から申し出がある場合、「西宮

市消防協力隊の災害応急活動に関する協定

書」の締結を取り交わし、消防局にて西宮市

消防協力隊登録台帳に登載し登録事業所と

して認定する。 

協定書の主たる内容については、次の各

項目のとおりです。 

1 構成団体及び登録期間について 

自衛消防隊を組織する事業所で原則とし

て 2 年間とし、異議がない限り継続するこ

ととしました。 

2 災害の種別及び規模について 

台風・地震・同時多発火災等の大規模災害、

航空機事故及び列車事故等の集団救急や救

助事故、その他必要と認めた災害としまし

た。 

3 活動範囲について 

事業所周辺という活動範囲については、

隊員が徒歩で活動できる範囲という考えか

ら、概ね事業所が所在する小学校区の範囲

内としました。 

4 身分(委嘱状の交付)について 

2 年毎に更新することとし、自衛消防隊ポ

ンプ操法大会時に西宮市長又は助役から交

付されます。 

 

 

5 出動要請について 

出動を要請する時は、活動種別・場所等の

明示を原則としますが、災害規模などによ

り、要請を待たずに出動した場合は要請が

あったものとみなすことにしました。 

6 資機材の補填について 

事業所が所有する資機材を災害活動時に

使用した場合、消耗品の現物支給と車両・機

械・器具類の燃料費、破損または故障が生じ

た場合の修理費を市の負担としました。 
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7 活動時の補償について 

現場活動中における補償については、使

用者の命令により行った消防作業及び消防

訓練で、消防組織法による公設消防組織の

要請に応じて行う消防作業従事中、被災し

た隊員に係る災害等の取扱いについては、

消防組織法第 15 条の 7 又は消防法第 36 条

の 3 の規定により、市町村の損害補償が行

われる時は、労働者災害補償保険法による

保険給付の額が当該市町村が行う損害補償

の額を上回る場合にその上回る額について

給付すること(「労働者災害補償保険法第 7

条(保険給付の種類)の解釈例規」より)、西

宮市消防団員等公務災害補償条例に基づい

て事務手続きを行うこととしました。 

 

 

発足の効果 

 

西宮市消防協力隊を委嘱してから、防災

に対する認識が高まり、自社の訓練以外の

訓練に対しても積極的に参加される機会が

多くなりました。 

例えば、平成 17 年 11 月 1 日に実施され

た西宮市総合防災訓練では、集団災害救出

救へ護訓練での大型バスから負傷者の救出、

同時多発火災消火訓練では、炎上建物に自

隊所有の可搬式消防ポンプを使用しての消

火など、2事業所の西宮市消防協力隊が消防

団・自主防災会とともに参加協力されてい

ます。 

また、平成 17 年 8 月 28 日に実施された西

宮市防災講演会では、「南海地震と津波につ

いて」の講演会に、消防団・自主防災会とと

もに参加され防災知識の啓発を図られてい 

 

ます。 

他方、訓練や講演会だけではなく、平成 17

年12月に発生した500㎡を焼損する建物火

災では、負傷者こそありませんでしたが、炎

上し煙が周辺に立ち込めるなど騒然とした

雰囲気の中、現場直近の事業所の消防協力

隊が、敷地内から可搬式消防ポンプや屋内

消火栓を使用して約 1 時間放水し、延焼阻

止に大いに貢献するなど実火災でも活躍さ

れています。 

表彰事例では、上記の消火活動に対して

の署長表彰や「愛と希望のまちづくり」のた

めに地道な活動を継続して行った団体の功

績を称える趣旨のもと、市制 80 周年記念・

西宮市感謝状が西宮市長より消防協力隊

(15 社)に贈呈されました。 
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おわりに 

 

阪神・淡路大震災では、地域住民による

「共助」が大きな役割を果たしましたが、今

年度初めに発生した尼崎JR福知山線脱線事

故では、発災直後に現場周辺の事業所が業

務を一時中断して、車両からの負傷者の救

出、車両の座席等を担架がわりにしての負

傷者搬送、水・タオルを使用しての応急手当、

歩行可能な人には事業所の敷地に誘導し飲

料水の提供、休憩場所の提供など、発災から

消防隊や警察が現場到着するまでの時間的

空白を充分に埋める活動をされた事例や西

宮市消防協力隊の建物火災の放水活動の事

例など、これこそ地域防災力の手本であり

今後の地域防災力強化の見本であると思い

ます。 

これらの実災害を通して、事業所は企業

として企業内の危機管理に精通し、周辺住

民と共存共栄であるという社会的使命を認

識しているため、被災場所が事業所周辺で

発生した場合、事業所内の職務命令系統を

活用した組織的な活動が、突発事故に対す

る迅速な初期の救出救護や消火活動を可能

にしており、事業所は地域防災力の担い手

として重要な意味合いを持っています。 

そのため、防災協力を促進させる方策と

して、SRI ファンド(社会責任投資～企業が

防災分野に積極的に取り組むことによって、

消費者や投資家から社会的評価を得て企業

実績・価値を向上させる～)や防災格付け制

度の導入などが考えられていますが、現場

の一線にいる我々消防職員は、日頃の消防・

防災訓練や各種の消防大会出場に伴う訓練

指導を通して、消防協力隊と顔の見える関

係を築いていく、言い換えれば日常の付き

合いが地域コミュニティ醸成の原点であり、

ひいては「災害の備え」に結びついていくも

のと信じて、「地域防災力の向上」という命

題に努力していきたいと考えています。 


